
 

令和８年８月に支給された公的年金からの個人市民税・県民税・森林環境税（以下「個

人住民税」という。）の特別徴収において、本来は徴収を停止すべき方から徴収を継続して

いたことが判明しましたので、お知らせします。 

このたびは、対象となった市民の皆さまにご迷惑をおかけしたことを深くお詫び申し上げ

ます。 
 

１ 事案の概要 

個人住民税の年金特別徴収では、前年度の税額を基に４月、６月、８月分を仮徴収し、

当年度の税額確定後、１０月、１２月、２月の本徴収で税額を調整しています。 

当年度の個人住民税が前年度より減額となり、８月までの仮徴収額が本来納付すべき税

額を上回る場合は、市から年金支払者（日本年金機構、共済組合等）に対し、８月以降に

行う公的年金からの特別徴収の停止を依頼します。 

しかし今回、特別徴収を停止すべき対象者のデータが正常に作成されず、特別徴収が継

続された結果、本来停止すべき方から個人住民税を誤徴収していたことが判明しました。 
 

２ 影響範囲 

（１）誤徴収の対象者数 

４，１１３人 

（２）誤徴収額の総額 

５１，３２８，３００円  

 

３ 判明の経緯 

９月中旬に個人住民税の還付手続きに着手したところ、例年１００件程度である対象者

数が、今年度は約４，０００件に上ったことから、市で調査を行い、当該事案が判明しま

した。 
 

４ 原因 

税務システムの維持管理を委託している事業者が、本市からの指示事項を十分に確認し

ないままシステム設定を行ったことにより、設定誤りが生じ、特別徴収を停止すべき対象

者のデータが正常に作成されませんでした。  

 

５ 今後の対応 

対象者の方については、還付等の手続きを速やかに行います。 

市税の還付先口座を登録している方については、原則として手続不要で当該口座へ還付

します。還付先口座の登録がない方については、お詫び文に同封する市税還付金振込口座

指定書を返送いただいた後、還付を行います。 

なお、１０月以降の特別徴収への影響はありません。 

 

６ 再発防止策 

システムの維持管理事業者に対し、指示事項の確認体制の強化を要請します。 
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